
５ 2007.１

①国（所得税）から地方（住民税）への税源移譲
個人住民税の税率が従来の５％、10％および13％の３段階から、一律10％に統一されます。
結果として、多くの人について住民税額が増加となりますが、併せて所得税の税率の改正が行われ所得税額

が減少となりますので、税源移譲前後で所得税と住民税を合わせた負担額は変わりません。

②所得税・住民税の定率減税の廃止
税源移譲による負担額の変動はありませんが、定率減税の廃止により、所得税および住民税の負担額は増加

することになります。

平成19年６月から、個人住民税に関して大きな改正が行われます。
これにより皆さんが納めている住民税の負担額が大きく変わります。

◎夫婦＋子ども２人：給与収入500万円の場合（配偶者および子ども収入なし）�

「所得税＋住民税」の195,000円は変わりません。�
 （子どものうち１人が特定扶養親族に該当、一定の社会保険料が控除されるものとして計算）�
�

◎夫婦（65歳以上）：年金収入300万円の場合（配偶者収入なし）�

移譲前� 所得税　119,000円� 住民税　76,000円�

所得税　59,500円� 住民税　135,500円�移譲後�

移譲前� 所得税　88,000円� 住民税　49,000円�

所得税　44,000円� 住民税　93,000円�移譲後�

「所得税＋住民税」の137,000円は変わりません。�
 （65歳以上（配偶者は70歳未満）、一定の社会保険料が控除されるものとして計算）�

◎定率減税の廃止による所得税および個人住民税の増加額（年額）�

（夫婦子２人：子どものうち１人が特定扶養親族に該当、一定の社会保険料が控除されるものとして計算）�

（65歳以上（配偶者は70歳未満）、一定の社会保険料が控除されるものとして計算）�
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③老年者非課税の段階的廃止（税額の３分の２を課税）
平成17年１月１日現在で65歳に達している、前年の合計所得が125万円以下の人については、平成19年度

は、税額の３分の２の額が課税されます。
なお、平成20年度からは全額が課税されることになります。

納税額が変わるのは･･･�
所得税 → 平成19年１月源泉徴収分から�
住民税 → 平成19年６月徴収分から�
�
所得税 → 平成19年２月源泉徴収分から�
住民税 → 平成19年６月納付分から�
�
所得税 → 平成20年２月～３月の確定申告時�
住民税 → 平成19年６月納付分から�

給与所得者�

年金受給者�

事業所得者�

Q１.どうして変わるの？�

税制改正 Q&A

A１.「地方にできることは地方に。」より身近な行政サ－ビスを、より効率的に行えるよう、国からの
補助金を減らし、国から地方へ税源移譲が行われるからです。�
　税源移譲の結果、県や市町村で自主的に使えるお金が増え、それぞれの地域の実情に合った、住民のニ
ーズに対応した行政サービスが行われるようになります。�

Q２.どう変わるの？�
A２.住民税の税率が一律10％に統一されます。�
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 行政サービス�

住民税�

補助金�所得税�

０　　　　　200万　　　　 700万　（課税所得）� ０　　　　　200万　　　　 700万　（課税所得）�

〈 移 譲 前 〉�

【平成18年度分まで】  【平成19年度分から】�

住民�

国�

県�
市町村�

 行政サービス�

住民税�
【所得税から税源移譲＋】�

補助金�
【廃止･縮減】�

所得税�
【住民税へ税源移譲△】�

〈 移 譲 後 〉�

10％�

問合せ先　役場税務課 牲54－3111(内線135)


